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は じ め に

『大 日本帝国憲法』(以 下帝国憲法 と略す)第28条 「日本臣民ハ安寧秩序 ヲ妨ケス及臣

民タルノ義務二背カサル限二於テ信教 ノ自由ヲ有ス」(「信仰自由」規定)は 戦前の国家と

宗教の関係(政 教関係)を 規定 したものであり,明 治国家のイデオロギ・一一政策の重要な構

成要素である宗教政策の基本的枠組を表現 したものである.

この38文 字によって表現された 「信仰自由」規定は極めて漠然 としたものであるが,戦

前 日本がファシズム化 していく過程にあって,と りわけ1935年 の大本教第二次大弾圧を契

機に多 くの宗教団体 ・宗教者が この規定を具体化した諸法規によって激 しい弾圧を受けた

のであ り,そ ういった意味では私たちにとって忘れることのできない規定であった.

しか しながら・このような重い意味を持った規定であ りながら,こ の規定に関する研究

は皆無といってよい程少い.

筆者はかつて,こ の規定の成立過程をあきらかにする前提作業 として1885(明 治18)年

以前に・すなわち,帝 国憲法の起草が本格的に始まる以前の段階で作成された政府官僚層

の手になる憲法草案(「 私擬憲法」)の 「信仰自由」規定を分析 し,以 下の三点にわたる結

論を導き出しておいた1).

1.天 皇制ファシズム期に露骨にあらわれたように,「 信仰自由」規定 中 の制限 条項

「臣民タルノ義務」の中に神社神道(国 家神道)の 崇拝を含ませる論理は事実上国教主義

をとることになるが,こ の時期にあっては支配層とりわけ"エ タティス ト"層 の中に 「信

仰自由」(「政教分離」)の論理が政治(的 効果),統 治上の立場からであるが確立し,国 教

主義をとることは不可能,あ るいは避けるべきだとい う認識が成立 していた.

2.も ちろん 「信仰の自由」の論理が確立 したといってもそれは政治の論理 よりするそ

れであり決 して人間の存立の根幹にかかわ るもの,基 本的人権の基底をなす ものであると

の面から把握 したものでなかったが故に,そ れは無条件の信仰の自由ではな くカッコ付き

であ り・ しかも1881・2(明 治14・5)年 の81年政変や壬干の軍乱を契機とする 「明治憲

法」体制へのはっきりとした移行の中でそれはより制限的なものになってい くこと.
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3.し か し,そ れも最初の うちは一夫0婦 制を公然 と乱す ものや,納 税や兵役の義務を

拒否するといった,い わば当該段階の国家支配の根幹にかかわる限 りにおいて制限すると

い うものであ り,そ れが次第に寺院 ・教会の開設にあたっては国家の許可を得な くてはな

らないとか,教 義祭典の執行にあたっては静譲にしな くてはならないとい うふ うに拡大さ

れていくわけであるが,少 くとも神社神道(国 家神道)の 崇拝を何らかの形で義務づける,

そのことを含んだ 「信仰 自由」規定であるとい う認識はこの段階においては支配層の全体

のものになっていない.殊 に"エ タティス ト"層 の中には確立されていなかった,と い う

ことである.

小論はこの結論を受けて,で は1886(明 治19)年 末に開始される帝国憲法の起草過程の

中で,ま た1888(明 治21)年 の枢密院におけるその審議過程の中で上に指摘 した支配層の

政教認識についての三点の結論が修正されたのか,そ れとも基本的な変化を受けなかった

のかをそれらの過程の分析を通じて実証的にあきらかに しようとい うものである2).

1.「 信仰自由」規定の起草過程

帝国憲法の大原則は1881(明 治14)年 の秋の段階で,欽 定憲法主i義をとること,そ の範

をプロシヤに求めるとい うかたちで確立するわけであるが,こ の大原則にのっとって具体

的な起草作業が開始されたのは1886(明 治19)年 の末からであった.

この起草にあたったのは周知の如 く伊藤博文以下井上毅,伊 東巳代治,金 子堅太郎らで

あ りまた ドイツ人顧問ロエスラー(HermannRoesler)で あったが,直 接に起草にたず さ

わったのは井上毅であった.

1886(明 治19)年 の末に始まり88(明 治21)年4月 に完了する帝国憲法の起草過程は稲

田正次氏の研究によれば次の四つの段階にわけることができる3).

第1段 階は86(明 治19)年 末から翌年5月 頃まで.起 草作業の開始から井上毅の手にな

る 「乙案」,ロ エスラ・一一一の 「日本帝国憲法草案」の成立から井上毅の 「甲案」の成立まで

である.第2段 階は87(明 治20)年6月 から同年8月 中旬頃 まで.上 に述べた三つの草案

をたたき台に して 「夏島(8月)草 案」ができるまで.第3段 階は87(明 治20)年9月 か

ら同年10月 まで.い わゆる 「10月草案」の完成まで.第4段 階は87(明 治20)年11月 から

翌年4月 頃まで.最 終草案である 「2月草案」の完成か ら天皇への上奏までである.

草案名でい}ば 井上毅の1乙 案」,ロ エスラーの 「大 日本帝国憲法草案」,井 上の 「甲

案」の段階から 「夏島(8月)草 案iの 段階,そ れから 「10月草案」の段階を経て 「2月

草案」の段階へと進む過程である.

これら各段階の草案中よりその 「信仰自由」規定を抜き出したものが別表である.

この表をみてわかる如 く帝国憲法第28条 と比較 してみた場合にこの原形がはっきりと出

てくるのは別表固(以 下口内の数字は,別 表の番号を示す)の 「甲案」の段階であ り(「乙

案」では,未 だ一本化されていない),ま た厳密にはその段階では 「信仰自由」規定は未

だ独立の条項 として掲げられておらず国民の自由権が一括 されて第7条 にまとめられその

0部 として 「信仰自由」規定で掲げられているかたちをとってお り,そ の意味でそれが独

立の条項 として掲げられて登場 してくる図の 「夏島(8月)草 案」の段階であろ う.8の

「10月草案」および最終段階の 「2月草案」の 「信仰 自由」規定はこの 「夏島(8月)草

案」のそれの単なる語句の修正に とどまっている.

したがって帝国憲法第28条 「信仰 自由」規定の成立過程を考}る にあたって一つの重要

な鍵は 「甲案」のその規定の成立過程を,さ らには 「夏島(8月)草 案」の規定の成立過
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程を探ることにある.

先に述べた如 く帝国憲法の各条の草案作成は非上毅が直接に担当したわけであるが,幸

いにも彼が 「甲案」をまとめる段階で 「信仰の自由」を含む国民の基本権(根 本権)を い

かに規定すればよいのかとい うことを,彼 の最大の助言者であり知恵袋であった ロエスラ

.一一.に質問(「 質議」)を してお り,そ れが ロエスラーの解答(「 答議」)と 共に残っている.

また 「夏島(8月)草 案」成立の直前にも井上は ロエスラーに対 して 「質議」を行ってお

り,こ の 「質議」およびそれに対する 「答議」も残っている.そ の中にも国家と宗教に関

する興味深いや りとりを見出すことができる.

井上が質問を発した ドイツ人内閣顧問 ロエスラ.一一.が帝国憲法の起草に決定的に参加して

いたことは今 日の歴史学界,法 学界の共通に認めるところであろう.10年 以上もの長き問

にあって彼は憲法の準備と起草にあたった人々岩倉,伊 藤,井 上らの教師であり助言者で

あった.彼 こそはこれらの人hが 権力を握 り欽定主義憲法の方針を確定 した81(明 治14)

年の政変にあたって,こ れらの人々に対 し自由民権運動に対抗する理論的武器を供給 し更

に憲法起草に対 しては大小無数の意見書によって彼等を援二助 したばか りでなく,彼 自ら憲

法の草案を起草 し,ま た枢密院の憲法審議i過程にまで影響を及ぼ し憲法発布後においても

彼は 「立憲政体」の実現のために助言を行った人であった4).

先に述べた井上毅に対する 「答議」とい う形で示された彼の国家 と宗教に関す る理論,

それによる助言は帝国憲法第28条 「信仰自由」規定の成立にあたって重要な役割を演じた

であろうことは十分予想 し得るであろ う.

本章ではこの井上 とロエスラーの 「質議」,「答議」を中心的な素材に しながら帝国憲法

第28条 「信仰 自由」規定の起草過程を追ってみよう.そ のことはとりもなおさず帝国憲法

に規定された 「信仰 自由」規定の持 っている意味内容についてい くつかの示唆を与えてく

れるであろう.

(1)天 賦人権説の否定 「基本権」について

帝国憲法の草案起草を分担された井上毅は1886(明 治19)年 の末頃からその作業に入っ

た.そ の場合に彼は重要な問題についてほとんど全てにわたってロエスラ.一一.の助言を乞い,

また彼 と議論をすることによって問題を深めるとい う方法をとった.信 仰の自由を含む国

民の 「基本権」(国 民の権利及び自由)の 規定 もその うちの一つであった.

86年から翌年にかけて井上は国民のi基 本権」規定について自ら(甲),(乙),(丙)の

三つの案(〈 甲〉についてはさらにくア〉,〈 べ〉の二案をつけている)を 提出して,ロ

エスラー及び同 じく彼とともに内閣顧問 として日本の憲法体制樹立に大 きな役割を果 した

ドイツ人モッセ(Albert,Mosse)に 検討を乞 うた(そ のうち 「信仰 自由」にかかわるもの

を中心に抜きだ したのが[」である).

井上は何故に三種類四つの方策をたてる程,国 民の 「基本権」規定 丁慎重であったので

あろうか.こ のことを検討することはその 「基本権」の一環である信仰の自由に対する井

上ら憲法制定者達の考え方を知る上でも重要な点であろ う.

彼はこのことについて次のように語っている.「 国民ノ権利及自由ハ法治国ノ最モ貴重
テオ リバ

ニ保護スベキ者ナ リ,但 仏国ノ革命 ノ憲法二於テ哲学ノ理論 ヲ以テ国法 ノ条章二記入シテ
サイヤ ンス

ヨ リ実際 ノ施行 ヨ リモ寧 ロ学 科上 ノ問題 トナ リ,或 ハ論者ハ権利 ノ宣言ハ即 チ政府 二反抗

スル ノ元素 ヲ包括 シタル コ トヲ論 シ(ベ ンサ ム氏 ノ如 シ)又 或 ル論者 ハ其徒 二憲法外観 ノ

粧飾 ヲ為 シテ毫 モ実際 ノ必要 ヲ見ル コ トナ ク0ノ 風潮 タル ニ過 キサ ル コ トヲ論 シタ リ,今

一 国 ノ為 二新 ニー ツノ憲法 ヲ建 ン トセハ此 事 二付キ何等 ノ適当 ナル軌道 二由ルヘキヤ5)」
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と.つ ま り国民 の権利や 自由は法治 国家 においては十 分に尊重 されねぽな らないが ,フ ラ

ンス革命後 の憲法にお いて 「哲学 ノ理論」(天 賦 人権説一 筆者)を 以てそれ らを規定 して

以降,憲 法上 の国民 の権利や 自由は実際上 の問題 よ りは学問上の問題 とな って しまってい

る,ま たあ る説はそれは政府に反抗す る要素 を持 っている ことを主 張 し,ま たそれは全 く

意味のない憲法の外観を飾 るもので しか な く実際 には必要 のない ものであ ることを主張す

るもの もい る.こ うい う状況の中で 「基本権」を どのよ うに規定 しまたは扱 か った らよい

のだろ うか,と い うものであ った.

この質 問に対 して ロエス ラ・一一は次の よ うな 「答議」を行 った .「 根本権 ノ効用 ハ実際 二

於 テ極 メテ少小 ナ リ,何 トナ レハ其実行 如何ハ多 クハ特別 ノ法律 二依 テ定 ムルモ ノナ レバ

ナ リ,又 上 ノ理 由二拠 レハ如 一一般 ノ根 本権 ヲ憲法 二掲 クルハ其幣害 モ極 メテ少小 ナ リ何

トナ レハ原来此 二依 テ立法権 ヲ束縛 スル コ トナ ケ レハナ リ6)」 と.憲 法中に記載 された 国

民の権利及び 自由の行使 の範囲は実際 には法律 に よって決定 され るものであ り,し か も憲

法は この立法権を否定 しないのであ るか ら基本権 を憲法 中に記載 して も 「政 府 二反抗 スル

ノ元素」 とな るよ うな幣害 もあ ま り心配 しな くても良 い,と い うものであ る.

さ らに ロエス ラーは国民の権利及び 自由の行使が実際 には法律 に よって決定 され るもの

ならばわ ざわ ざ憲法中に記載 す る心要はないのではないか,と い う疑 問を予想 して 「全 ク

ー般 ノ根本権 ヲ欠 クニ於 テハ憲法上 ノ欠点 ト認定セ ラ レ
,或 ハ 直 二 信 用 ヲ失 フ恐 レア

リ7)」 と憲法 の信用(正 当性)の 問題か ら基 本権を憲法中に記載す ることを主張 してい る.

この よ うな考え方に もとずい て彼は井上 の提 出 した三案について検討 を 加}る .ま ず

(丙)の 「権 利 ノ享有 ト制限 トヲ併 セテ総 テ之 ヲ特別 ノ法 律二譲 リ憲法」 には記載 しない

とい う案 を上 に述 べた理 由か ら否定,さ らに(乙)の 「憲法中 ノ条章 二之 ヲ沈黙 シ寧 口憲

法 ノ前置 ノ詔勅 二於 テ優美 ナル辞令 ヲ用 ヒ之 ヲ明言定示 スヘ シ」 とい う案 も 「憲法中 ニー・

定 ノ条章 ヲ掲 クル ヲ可 トス何 トナ レハ之 ヲ詔勅(プ レアンブル)二 掲 クル トキ ハ猶曖昧 二

失 シ法律 タル ノ効力 ヲ有 セサ レハ ナ リ」 として否定,ま た同様な考 え方に よって(甲)の

「ナルヘ ク簡潔 二其条 ヲ約説 シテ包括的 二之 ヲ憲法 中二掲 ク8)」 を も否定 して彼 は 自ら基

本 権を独 立の条章 として扱 った案を提出 したのであ る.そ の 「信仰 自由」規定が別表 の囮

である.

以上が 国民 の基本権(規 定)に 関する井上 毅の 「質議」に対す る ロエスラーの 「答議」

であ るが,こ の時 同時に考}方 を求 め られ たモ ヅセの 「答Jも この井上 ,ロ エスラ・一一一の

や りと りの持つ意味を よ り簡潔に要約 しているのでそれ をみてお こ う.

「古来根本権 ヲ主張 スル モノニ反対 スル ノ論 ハ国民 二如此 ノ権利 ヲ予 フヘ カラス ト謂 フ

ニ非ス シテ憲法 二於 テ簡単ナル抽象的 ノ条章 ヲ以 テ此権 ヲ予 フルモ直接 二実 際之 ヲ適用 ス

ル コ ト能 ハザルガ故 二別法 ヲ以テ之 ヲ施行スル ニ至 ラシメザル問 ハ価値 ナキ徒法 タル ノ ミ

ナ ラス却 テ其幣 ヲ見 ルニ過 キズ ト謂 フニ在 リ,余 亦主義 二於 テハ此 ノ論 旨 ヲ賛成 スルモ ノ

ナ リ9)」.モ ッセも憲法中に簡単 で抽象的 な条章 で もって国民の 「基本権」を規定 してもそ

の実際の施行は法律に よって始め て可能 になる .し たが って これを憲法上に掲け るのは徒

法であ るばか りでな く却 って幣害(「 政府 二反抗 スル ノ元素」に なる等 の)を 生む恐れが

あ るか ら,憲 法中に 「基本権」を記載 しない方が よい とい う考 え方 は,考 え方 としては賛

成 である とす るのである.

しか しなが ら彼 は次 の理 由に よってやは り実際には憲法中に 「基本権」 を掲げた方が 良

い とす る.「 此理 由 二ニ ア リ,一 ・ハ政 事上 ノ理 由 ニシテ
,一 ハ法律上 ノ理 由ナ リ.1.政

事 上 ノ理 由ハ外国 内及 内国 二対 スルモ ノナ リ.(伊)外 国 二於 テ日本 ノ法律上 ノ状況 ヲ誤
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解スルコト往々アリ……故二今国法上明文 ヲ以テー箇人 ノ自由二関スル古来ノ主義ヲ脱 シ

近世 ノ法治国ノ列 二入 リタルコトヲ表明スルハ政治上大ナル価値ヲ有スベシ.(呂)内 国

二於ケル政治上 ノ効力 トハ蓋根本権 ヲ全 ク憲法 二欠クニ於テハ此権利ヲ以テ憲法ノ必要ナ

ル事項 ト認 ムル今 日ノ与論 二反対 シ為 二不平 ト激論ヲ招クヘシ.2.法 律上 ノ理由 トハ…

…各個人 ノ権利ハ命令 ヲ以テ制定スヘカラスコ明言スルヲ要ス.蓋 各個人 ノ権利ハ行政二

対スル(立 法 二対スルニ非ス)制 限 トナルニ依 リテ始メテ効力 ヲ有スル者ナリ故二此権利

ヲ制定スルニ憲法 ヲ以テ,之 ヲ制限スルニハ法律ヲ以テスヘキナリ10)」と.つ まり第一に

は政治的理由でありこれには(イ)外 国に対して日本が近代の法治国の列に入った事を表

明するのは大なる価値があること(条 約改正問題と関連する),お よび(R)「 基本権」を

憲法上明示することは当然と考えている国内の世論対策上の二つがある.第 二には法律上

からの理由であってそれは各個人の権利は行政(命 令)に 対する制限 となりて始めて意味

を持つものである以上,こ の権利は憲法で定めな くてはならずそしてその制限は法律をも

ってなされなければならない,と い うものである.

このような考えにもとずいてモッセもロエスレルと同じように国民の 「基本権」に関す

る自らの具体案を提出するわけであるが,そ の中の 「信仰 自由」規定が別表の圖である.

以上,国 民の 「基本権」規定に関する井上毅のロエスラ・一一,モ ッセ両氏への 「質議」及

びそれに対する両氏の 「答議」をみてきた.そ こで気づ くことは井上と両氏及び ロエスラ

r-一とモヅセとの問に法治主義の原則に対する考え方に若干のニュアンスの異 りを含みなが

らも11),こ の三者が天賦人権説にもとず く国民の 「基本権」の位置づけと全 く異っている

ばかりか,は っきりとそれに対抗するかたちでそれを位置づけているとい う大きな,固 い

共通項を持 っているということである.す なわち

(イ)フ ラソス革命後の憲法以来,国 民の 「基本権」の条章化が 「実際 ノ施行 ヨリモ寧 口

学科上 ノ問題」とな り(空 理空論化 している),さ らにはそれが 「政府二反抗スルノ元素」

にもなっていることに対する憂慮.

(ロ)国 民の 「基本権」の実際の施行は法律によって定まるとい う認識.こ のことはロエ

スラーやモッセが主張した如 くそれが命令(行 政)に よって恣意的に制限されることを排

除する論理を含んでいるものであるが,他 方では立法(法 律)に よってそれを制限するこ

とは可能であるとい う論理をもってお り,む しろ両氏を含めて比重は後者にかけられてお

り,そ のことによって(イ)の幣害を除 くことができるという認識.

困 憲法上に 「基本権」を条章化するのは全 く政治的理由からであること,の 三点であ

る.

小論が対象としている帝国憲法第28条 「信仰自由」規定 も,以 上にみた如き国民の 「基

本権」に関する憲法制定者たちの大前提にたって作成された ものであることをまず確認し

てお くことが必要であろう.

(2)天 賦人権説の否定 「信仰の自由」について

ロエスラーは先にみた井上毅に対する国民の 「基本権」についての 「答議」の中で実は

「信仰の自由」を含む国民の精神的 自由の問題についても直接に言及 していた.先 に述べ

た天賦人権説に対する敵意をより明確にしながら 「信仰の自由」を含む国民の精神的自由

について言及 しているこの部分は帝国憲法第28条 「信仰自由」規定を理解する上でも重要

な部分 と考えられるので少 し長文になるが引用 し分析を加えておこう.

「信仰 ノ自由 トハ内心 二於テスル ト言論著述 ヲ以テスル トヲ問ハズ各個人 ノ或ル宗教 ヲ

信スルコ トヲ云フナ リ,故 二宗教上 ノ所論 ニシテ道徳法律二戻ルニ非サ レハ此 レカ為決シ
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テ糺 弾 ヲ受 ケル コ トナカルヘ シ,家 内礼拝 ノ自由亦 此 二属 スルモ不可 ナシ ト難 モ,此 事既

二住居 ノ不侵 ト云 ヘル条 中二包合 セ リ,蓋 此等 ノ点 ヲ蒙昧 ノ中 二付 シサ ラン トスルバカ メ

テ後来政府 ノ活動 ヲ自由ナ ラシメンカ為ナ リ,予 ハ範囲 ノ広漠ナル宗教 ノ自由 ヲ与 ヘ ン ト

欲 スル ノー人 二非 ズ礼拝寺院創立 ・説教者 ヲ任命 スル等完全 ナル教会 ヲ創設 スル ノ権 ヲ如

何 ナル教派 ニモ予 ヘ ン ト欲 スルニ非 ズ,抑 々政 府 タルモ ノハ可成宗教 ヲ統0ス ル コ トヲカ

メザ ルヘカ ラズ何 トナ レハ宗派 ノ分裂 ハ政 事上 ノ分裂 ヲ招 カザル ヲ得ザ レバナ リ,而 シテ

宗教 ノ思想 ハ精神上経済上 国民生活 ノ基礎 トナルモ ノナル ガ故 二謬教 二予 フルニ正教 ト同

0ノ 権利 ヲ以テスヘ カラズ,予 ハ宗派 ヲ創設 シ正教 ト均 シク寺院 ヲ建設 スル等 ノ事 ヲ欲 セ

ズ若 シ之 ヲ自由二放任 スル トキハ米 国 ト同一 ノ状況 二陥ルヘ シ…… 日本 二於 テモ恐 クハ今

日ノ如 ク宗教 自由 ヲ放任 シ能 ハザル ノ時節到来スヘ シ,此 ノ理 由二依 リ宗教 ノ自由 ヲ予 フ

ルハ過度 二広漠 ナルヘ カラズ ト信 ズ12)」.

ロエス ラーは ここでは信教 の 自由について一般的に述 べなが らも,(イ)宗 教 は精神上,経

済上,国 民生活 の基礎 となる ものである.(ロ)し たが って宗派 の分裂は勢 い政治上 の分裂 を

招 く,だ か ら政府 は宗教 を統0す る ことに努めなけれぽな らない.的 そのためには政府 は

正教 と謬教 を区別 して,後 老 に対 しては前者 と同等の 自由な り権利を与え ては ならない.

←)そのた めに は 「信仰 自由」規定 は 「蒙昧 ノ中 二付 シサ」 って 「政府 ノ活動 ヲ自由」 なら

しめ る必要が ある,と い うこ とを強調 してい る.

井 上 に対す る 「答議」 の中で具体 的に示 した ロエ スラ0の 「信仰 自由」規定(圖)及 び

彼独 自の憲法草案 であ る 「日本帝国憲法草案」の 「信仰 自由」規定(固)は このよ うな考

え方 にの っとって 「蒙昧」 に作製 されてい る.こ の ことはほぼ 同 じ時期に作成 された井上

の(甲)・(べ)・(8)(国)あ るいは よ り明瞭には モ ッセの 「答議」 の中で示 された 「信仰 自

由」規定(圖)を 比較 してみれぽ よ くわか る.井 上 のそれは規定す べき主語 を 「帰依」 と

「礼拝」 とにわ け,モ ッセ も同 じ く 「信向及本心 ノ自由」 と 「礼拝 ノ自由」 とにわ けて区

別 している.と ころが ロエス ラーにあ ってはそれを0括(「 蒙昧」に)し て 「信 仰 ノ自由」

は,と のみ表現 してい ることであ る.こ の ことは一見何 で もないか の如 く思わ れ るが重要

な問題 をは らんでい るのであ る.

現 代の信教 の 自由は三種の発現形式,し たが って個別的 な 自由に分類 され る13).第 一 は

信 仰告 白の 自由であ り狭 義の信仰の 自由または良心 の 自由である.第 二 は宗教 行事 または

礼拝 の 自由であ り,第 三には宗教的結社の 自由,殊 に宗教 団体 を組織 す ることの 自由であ

る.

そ して この三種の 自由は同時に,ほ ぼ ヨー ロヅパにおけ る信教 の 自由の歴史的発展段階

を示 してい る.信 教の 自由を獲ち とるたたかいは まず第一段 階を獲得す るたたかい と して

展開 され順次第二段階,第 三段階 と拡大 され て現在に至 ってい るのであ る.

井 上やモ ッセが先にみた如 く 「帰依(ノ 自由)」,「 信向及本心 ノ自 由」 と 「礼 拝 ノ 自

由」を区別 して と りあげ,そ れぞれ の自由を制限条項 つ きで規定 したのは右の事柄を背景

と してい るか らであ る.と ころが ロエス ラ・一一はそ うい う形 を とらず 「信仰 ノ自由」は,と

い う形で 「蒙昧 ノ中 二付 シサ」 るこ とに よって,具 体的には信仰の 自由の第二 の発現形態

であ る宗教行事,礼 拝の 自由とい うこ とを憲法上 に明言 しない ことに よって,よ り宗教に

対す る 「政府 ノ活動 ヲ自由ナ ラシム」 ことを狙 ったのであ る.

以 上が ロエスラーの 「信仰 自由」規定 に対す る考 え方 とその適用であ るが,彼 は さらに

井上が(甲)・(べ)・(8)(国)の 如 く 「帰依及礼拝及教 育 ノ自由」 と教育の 自由を制限付 き

なが ら規定 した ことについ て 「教育 ノ自由 二関 シテモ宗教 ノ自由 二関 スル鄙見 こ同 シ,此



134奈 良 大 学 紀 要 策6号

事 二関 シテハ故 ラニ明文 ヲ掲 ケズ……恣 二教 育 ヲナス ノ権 ヲ予 フルハ正当 ノ事 二非ス……

教育 ハ国家 ノ管掌 スベキ事件 トスル14)」 と して教 育の 自由を憲法上に掲げ る事に反対 した.

そ して最後 に信仰 の 自由,教 育 の 自由を含 めた精 神上 の 自由の権利につい て天賦人権説を

激 しく批判 しなが ら次 の ように述 べた.

「過 度 ノ自由主義 ハ所謂政事上 ノ放 任主義(マ ンツェス トル ッーム)二 基 ッ クモ ノニシ

テ此主義 ノ価値 ハ経済上 二於 テモ甚 タ疑 点 二属 シ精神上 二於 テハ全 ク排斥 スヘキ」 もので

あ る.こ の主義 は 「一箇人 力自己 ノ事 ヲ処置スルハ政府 二比較 ス レハ尤能 ク理会 スル者 ト

シ自由競争 ハ 自ラ最 良 ノ結果 ヲ来 タスモ ノナ レハ百事各個人 ノ自為 二任 セ政府 ノ干渉 ヲ避

クベ シ」 とい うものであ るが,こ れは もとよ り 「謬説 ノ極」で あって 「公衆 ヲ煽動 シテ邪

説 二陥 ラシメ情感物欲 ヲ満 足セ シムル ニ至ル」 ものであ り 「邪悪勝劣 ノ徒 二勝 ヲ予 へ競争

者ハ他人 ヲ凌駕 セ ンガ為 自己 ノ情欲 二制セ ラ レ道徳上不易 ノ真理 ヲ滅裂 スル ニ至 ル」 もの

であ る.「 公衆 ハ 自己 ノ加減 ヲ以 テ真理 ヲ発見 スル ノ能力 ナキ モ ノ」 であるか ら,政 府が

「国民 ノ最上裁判官 トナ リ立法官 トナ リ国民 ノ道徳上,法 律上 ノ思想 ヲ代表 シ,非 理邪説

ヲ排 シ撃スベキ職 掌」を持つ ものであ る,と い うもので ある15).こ こには ロエス ラr-一.と天

賦人権説 との決定的な違いが赤裸 々に展開 されてい る.

井 上毅は この よ うな ロエ スラー(モ ッセ)の 意見を斜酌 して87(明 治20)年4月 下 旬に

は最初の草案 ともい うべ き 「乙案」(そ の 「信仰 自劇 規定が囚)を 作成 し,さ らに同年

5月 には 「甲案」(同,團)を 作成す るの であるが,こ の 「甲案」 の 「信仰 自由」規定 にお

いては1月 の 「質議」の段階 では掲げ られ ていた 「教育 ノ自由」規定が 落ち,ま た規 定の

主語 も 「帰依及礼拝 ノ自由」が 「信教 ノ自由」 とい う表現 に改 め られ,記 載 の仕方 も独 立

の条章に近 くな ってい る.こ のよ うに してみ る と井上 の 「質議」 に対す る ロエ ス ラ ・一一の

「答議」は 「信仰 自由」規定に限 り,帝 国憲法第28条 の原型 ともい}る 「甲案」 のそれに

ほぼ全面 的に取 り入れ られてい る,あ るいは,そ うい うもの として 「甲案」 が成 立 した,

とい うことが言え よ う.

(3)君 主 権の維持 と宗教

前二節においては帝国憲法第28条 の 原型 と して 「甲案」 の 「信仰 自由」規 定に注 目しそ

の成立に0定 の大 きな役割をはた した井上毅 に対す る ロエス ラ・一一(モ ッセ)の 「答議」を

分析す ることに よって,そ の規定 に秘め られ ている思想一 一天賦人権説 に対す る敵意

を浮 き彫 りにす ることがで きた.

本 節 におい ては 「信仰 自由」規定 の意味 内容 を考 える上 で も う一つの重 要な史料につい

て紹介 し分析 を加え てお こう.対 象 となる史料 は帝国憲法第28条 規 定がほぼその ままの形

では じめて登場 して くる 「8月(夏 島)草 案 」成 立の直前に井上 とロエス ラ0と の間にか

わ された 「質議」・「答議」 であ る.

87(20)年6月 の は じめ頃か ら伊藤,井 上,伊 東,金 子 らは井上の 「乙案」 ・「甲案」,

ロエス ラーの 「日本 帝国憲法 草案」,そ れ に先 に分析 した ものを含む ロエ スラ・一,モ ッセ

両 氏 らの数 多 くの 「答 議」,又 各国の憲法を参 照 しなが ら憲法草案の本格的検討に着手 し

た.そ して同年8月,夏 島にて憲法修正案いわゆ る 「8月(夏 島)草 案 」が一応完成す る

に至 ったのであ る.

この18月(夏 島)草 案」 の作成 の大詰にあた り,井 上は ロエ スラーに対 して個 々の条

項 ではな く,そ もそ も憲法を作成す る上での大原則 「憲法 ノ根本主義」に関す る質問を発

した.「 憲法上 ノ事 二付貴下 ノ教 ヲ煩セ シコ ト既 二,二 百余件 二及ヘ リ,然 ル ニ余 ガ憲法

ノ根 元主義 ニハ問題 ヲ設 ケタルハ今 日ヲ以テ初 トス,此 問題ハ主 トシテ政略 ノ区域 二属 ス
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ルカ如 シト難,政 法二於テモ亦実二密着ノ関係ヲ有ス(中 略)願 クハ精細二此 ノ問題 ヲ判

決シ余及余 ト同感ナル我 力国ノ政学 ヲナス者ノ為二将来ノ進路 ヲ示セ,余 ハ貴下 ノ此問題

二関 リ十分ナル自由ヲ以テ説明ヲ与ヘラレンコ トヲ望ム16).1.

これに対 してロエスラーは長文の 「答議」を行 うのであるが,そ の中で彼は国家と宗教

に関する興味ある意見を述べている.

ロエスラーは当時次第に発達 しつつあった社会科学の影響を受けて階級関係から社会と

その歴史的発展をみるという新 しい考え方をもっていた.彼 はまず各階級(「社会」とい う

言葉を使用 しているが)問 の政治上の勢力関係は一定不動のものではな く変遷するもので

あるとし,さ らに,こ の変遷は天然の進化法に基づ くものであ り社会の上級より下級に移

ってい くものであると説 く.す なわちはじめは貴族,そ の次には 「中等 社会」,そ して

「下等社会」にと順次支配力が帰するものであり,こ の 「貴族政治」(「世襲大土地所有者

ノ政治」),「士民政治」(「資本及中等社会ノ政治」),「庶民政治」(「多数即衆庶無資力社会

ノ政治」)は政治上の進化の根本形態である.し たがって一国の制度は当時国家を継持進歩

せしむるに必要な実力を最も大きく代表する階級の上に安置するの外の策はない,と 結論

づけるのである.

そして ドイツにおいて何故に国家が安定 しているか という問題をたて,ド イツにおいて

も封建制度の時は 「上等社会」すなわち 「土地貴族」が勢を占めていたが,近 代憲法施行

以来,漸 次 「士民社会」が勢力を占めてきている.し か しこの勢力は一つには君主権のな

お存す るより,一 つには世襲財産の制により輩固にせられた 「土地 貴族」に よ り,ま た

「自由農民社会」によって制限せられている.故 に ドイツにおいては諸階級の問に力の平

均を得ており,こ れが他の大国に比して国勢の輩固に して動揺なき一大原因である。

このように述べた彼は次に日本に関してもすでに封建制度は終 りを告げたるにより 「中

等社会」に基づいて憲法を創設す るの時節到来しているといい,日 本は将来商業工業を大

いに発展せ しむべきであるが,か かる針路を進行するためには憲法及政 治 にお いて 「士

民」の営利社会(資 本家階級)を 重んじなければならない,と い う.

しか し,先 に述べた如 くドイツの経験からすれぽ 「士民社会」の利益に偏することなく,

全体の調和均一幸福を持って政治上の最大原則としなければならないと説き,そ して君主

権を強大にした上で 「中等社会」(資 本家階級)と 「貴族社会1(大 土地所 有 者)そ れに

「下等社会」(農民並に労働者階級)の 三つの勢力を均衡たらしめる具体的な方策をあげる

のである17).

これ らのロエスラ0の 見解は明治国家の歴史的発展段階を確定する上で興味ある見解で

あるが,本 稿はそれを展開することに目的があるのではないからおいてお く.し か し彼の

見解を非常に長々と紹介 したのは このような 「政略」の中に宗教が重要な位置を与えられ

ていることである.

「王権 ヲ輩固ニシ且之 ヲ輔佐スルノ方便 トシテ幾分力貴族ヲ養成スヘキハ君主制二於テ

当然ノ事ナリ又下等社会 ヲ保護スルハ亦均 シク当然 ノ事ニシテ其理由ノー一ハ下等社会ノ依

頼スル所ハ比例上甚タ少キカ故二如此保護 ヲ望 ムノ切ナル ト又一一ハ下等社会ノ其天然ノ道

理心 ト徳i義心 トヲ継持スルガ為メニ君主制二依頼 シ且其 ノ被ル所 ノ思沢二対シ尤モ深ク感

載スルモノナノレニ在 リ下等社会二仁愛 ヲ垂 レタル君主 ノ記念ハ人民ノ肺肝二銘スルモノナ

リ」.ま たi中 等社会ハ大体二於テ自由主義二傾向スルハ世人ノ知ル所 ニシテ日本二於テ

モ勢ノ免 レサル所ナルベシ,日 本ノ中等社会ガ専 ラ英米 ノ政治主義 二従スルハ疑フヘカラ

サルコトニシテ議院政治無限 ノ集会及出版 自由自治等ヲ希望スノし二至ルハ勢 ノ自然ナリ」,
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かかる 「利己的社会統治ノ不徳義ナル濫政二対」 して国民の徳義心は 「有力ナル障壁」で

ある.し たがって 「下等社会ノ忠愛節義 ヲ健固」にすることは 「最モ政府 ノ命運二利スル

所ナ リ」とい うのである.

そ して最後に 「国民二徳義上 ノ根拠 ヲ得セシムルニハ宗教 ヲ以テセサルヘカラズ」 と締

め くくるのである18).

ここでは君主権の強化のための方策 として,r下 等社会」の 「天然ノ道理心 ト徳義心」,

「忠愛節義」心に注 目し,こ れを 「健固」にすべきことが説かれ,ま たそのためには宗教

を利用 しなくてはならないことが説かれている.

前の二節においてあきらかにした国家と宗教の関係,す なわち宗教は政治上の倫理の源

泉になるものであるから政府はなるべ く宗教の統 一に努めなければならないこと,ま たそ

のためにも宗教を完全に自由にするのではな く 「正教」と 「謬教」を区別 して,後 者に対

しては前者と同等の自由な り権利を与へてはならないこと,政 府は国民の思想 を 代表 し

「非理邪説」を排撃 しなけれぽならない等の理論は,実 は以上に述べた如 く,近 代資本主

義社会における君主権の維持,諸 階級の均衡 とい う理論 と密接なる関連をもったものであ

った.

もちろんロエスラ.一の 「天然 ノ道理心 ト徳義心」,「忠愛節義」心を固め るた めの宗 教

(ロエスラーはキ リス ト教を頭に置いていた19))の 利用とい う主張を井上をはじめとする

日本の憲法起草者たちがそのまま採用 したわけではない.そ れは伊藤博文の 「機軸 トスヘ

キハ,独 リ皇室アルノミ20)」であり井上の 「国法 ノ淵源」,「風俗ノ源」としての国学であ

った21).

しかしここで問題にしたいのは具体的に何を持 って くるかとい うことではなく,ロ エス

ラ.一一.によって日本の支配層が,国 家は国民の思想,道 徳,宗 教を全 く自由に放任するので

はな く,そ れらに介入しなければならない,あ るいは してもよいとい う理論的な根拠を当

時のヨ'一一Rッ パの 「最新」の学説によって確認 し得たとい うことである.

2.枢 密院での審議過程一 国家神道とのかかわ りについて

さて,前 章において帝国憲法第28条 「信仰自由」規定の成立過程を分析する中でその規

定にこめられている意味内容 天賦人権説の否定,お よび君主権の維持のための宗教の

利用 を明らかに してきた.し か しながら近代日本における国家と宗教,「信仰の自由」

の問題を考}る 場合に是非 とも検討されねばならないのは国家神道(神 社神道)と のかか

わ りの問題であろう.残 念ながらいままでみてきた如 く,起 草過程においては管見の限 り,

直接にこの問題にかかわるような史料を見出すことができなかった.

この問題が帝国憲法の成立過程の中で直接的に顔を出すのは枢密院での審議過程におい

てである.

帝国憲法の草案は88(明 治21)年 の 「2月草案」で0応 の完成を見,そ の後若干の部分

的訂正を行ったあと同年4月 に天皇に上奏され,そ れか らあらためて天皇から枢密院に下

付されてそこで最終的な審議が行なわれた.第28条 「信仰 自由」規定もここで審議を受け

るのであるが,こ こでの議論は我 々にこの時点における 「信仰自由」規定と国家神道(神

社神道)と の関係について興味深い素材を提供 して くれる.

枢密院での審議は伊藤博文を議長にしまず井上や伊東巳代治ら憲法起草にたずさわった

ものがその条文を説明し(中 心は井上),そ の後それに対する質議を行いそ して採決を行

うとい う形をとった.
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1888(明 治21)年6月27日 に 第28条 の 質議が行なわれた.起 草者側 としてその説 明を行

ったのは伊東 巳代治であ った(井 上はその 日のみは欠席)が そ の審議 において発 言 したの

は佐 々木高行 と島尾小弥太の二人であ った.ま ず佐h木 は次 のよ うな質 問を行 った.

「人民0般 二渉ル コ トニハ アラサ レ トモ官吏 ニハ朝廷 二於 テ御親祭 等之 アル節礼拝 ノ義

務 ア リ今或ル宗 旨二於 テハ他宗 ノ礼拝 二〇 切参与 セサルア リ若 シ此 ノ如キ宗旨 ノ者官吏 二

在テ朝廷 ノ御親祭 二参拝 セサル トキハ別段 国民 ノ義務 ヲ守 ラサル ニモア ラス又安寧秩序 二

関係ス トモ云 フヘ カラス,之 バー般 二渉ル コ トアラス ト錐 トモ官吏 ニハ此等 ノ事 ア リ若 シ

官吏 ニシテ 自分 ノ宗 旨二拠 リ朝廷 ノ親祭 二参拝 セサル トキハ憲法 ノ本条 ノ ミニ依 テハ如何

トモスヘ カラス,或 ハ此 ノ如キ場合 二於 テハ之 ヲ不問 二置 クカ或ハ官吏 ニハ別 二定 ムル所

アル カ22)」.

また島尾 も 「朝廷祭祀 ノ際 二於 テ人民 力礼拝 セサルモ別段国体 二関 シ又ハ義務 二背 ク ト

云 フヘカラサル ヘシ ト錐 モ若 シ政府 ノ大臣,官 吏 中 二此 ノ如キ コ トアラバ臣民 ノ義務 ヨ リ

云 ヘハ非礼 ナ リ国体 ヨ リ云 ヘハ失体 トナルヘ シ此等 ノ場合 二対 シテハ既 二其措置 ア リヤ此

事随分 国体 二関 スル ヲ以テ此 レ丈 ケ ノコ トヲ切 テ放 ツ以上ハ此所ハ此丈,彼 所 ハ彼丈 ケ ノ

次第 ヲ付 ケテ置 カサルヘカ ラス若 シ此措 置未 タ之 アラサ レハ本条ハ不 明瞭 タル事 ヲ免 レサ

ルヘ シ23)」 と質問 を行 った.

これ ら二人 の質問 は具体 的にはキ リス ト教 を信仰す る官吏の こ とを想定 しなが ら,朝 廷

における祭祀(国 家神道 く神社 神道〉にの っとった)に 対す る礼拝 と信教 の 自由 との関連

について問題),rY`..して いる.

この二 人の発 言の中で注 目すべ き点は,ま ず第一に佐 々木や 島尾 の よ うな 「保 守派」,

「国体論 者」(特に佐 々木は1890年 前 後の神祇官再興運動 の一 つの旗頭 であ り,ま た後に皇

典講究所 の所長 まで勤めた)で あ って さえ も 「朝廷 ノ祭祀 ノ際 二人民 力礼拝セサルモ別段

国体 二関 シ義務 二負 ク ト云 フベ カラズ」 と一般 の国民 と 「朝廷 ノ祭 祀」の問題を全然問題

に していない,と い うことであ る.こ のこ とは一 つには この段階におけ る 「朝廷 ノ祭祀」

と伊勢神宮以下官国幣社 ・府県郷村社 の神社 の祭祀 とが少 くとも彼 らに とって(実 際に お

い てもそ うであ るが)一 体 の もの として把握 されていなか った こと,二 つめ には未だ この

段階 では 国民一般 の統合 において 「朝廷 ノ祭 祀1と の関連はそんなに重要 なもの として主

張 され てい ない とい うことを意味 してい る.

第 二 には彼 らは もっぱ ら 「政府 ノ大 臣官吏 」を問題に してお り,そ れ らは 当然 「朝廷 ノ

祭祀」 に式 して礼拝 を しなければな らない と考え てい るのだが,も し礼拝 を しなか った場

合 で も 「別段 国民 ノ義 務 ヲ守 ラサル ニモ アラズ又安寧秩序 二関 係ス トモ」 言 うことがで き

ないので,そ の場合は一体 ど うす るつ も りな のか 「之 ヲ不問 二置 クカ或 ハ官吏 ニハ別 二定

ムル所 アル カ」 と迫 ってい るのであ る.つ ま りこの段階 では 「信仰 自由」規定の制限条項

「安寧秩序 ヲ妨 ケス及臣民 タル ノ義務 二背 カサ ルカキ リ」 は官吏 の 「朝廷 ノ祭 祀」への礼

拝拒否の歯止めにはな り得な いこ とを認識 していた ことを意味 してい るのであ る.

総 じて,こ の二人 の発言は,こ の段階 では後 の ファシズム段階の よ うに 「信仰 自由」規

定 の制限条項,と りわけそ の 「臣 民タル ノ義 務」に 「朝廷 ノ祭祀」(宮中祭祀)及 びそれ と

密接 に結合 された神社祭祀へ の国民及 び官吏 の礼拝を含んで いるのだ とい う論理(解 釈)

は未 だ明確 な形 で確定 されていなか った とい うことを証 明 していよ う.

この ことは,佐h木 の質 問に答}た 伊東の次の よ うなr--r弁に もよ りは っき り見出す こと

がで きる.

「此憲法 ハ臣民一般 ノ憲法上 ノ権利 ヲ示 スモ ノニシテ更 二官吏 二関係 スル コ トナシ,官
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吏 力朝廷 二出テ礼拝 スル等 ノ事ハ其服務上 ノ関係 ニシテ憲法上 ノ事項 二属 セス,且 ツ官吏

タル者 ハ必ス宗廟 二礼拝 スベキ義 務 ア リ ト云 フコ トニ就 テハ刻下一定 ノ規則 アル コ トナシ

臣 民 ノ憲法 上 ノ権 利 ト官吏 ノ服務規 則 トハ素 リ混同 スベキ ニ非 ス況 ヤ其事将来 二係 リ未 タ

逆 シメ料 ルヘ カラサル疑 義 二付強テ本条 ヲ適用セ ソ トスル如 キハ……採 ラサ ル所 ナ リ24)」.

こ こでは伊東 は臣民一般 の憲法上の権利 と官吏の服務規律 とは混 同 してはな らない と法

理論上 か ら反論 を加え るばか りでな く,さ らに一歩踏み こんで 「官吏 タル者 ハ心 ス宗廟 二

礼拝 スヘキ義務 ア リ ト云 フコ トニ就 テハ刻下一定 ノ規則 アル コ トナシ」 と,官 吏 の場合で

あってさえ も必ず 宮中祭祀 には礼拝 しなけれぽな らない とい う規則はな い とさえ言い切 っ

てい るのである.

もちろん ここで もその よ うな ことはr将 来 二係 リ未 タ逆 シ メ料ルヘ カ ラサ ル疑義」 であ

るとか,ま た佐 々木一 伊東一 島尾の論争 を打ち切 らせた議長伊藤 の 「(この ことは)将 来

国家 ノ宗教 二対スル政略如何 二関 スル モ ノナ リ人誰 レカ百年 ノ寿 ヲ保 ツモ ノア ランヤ之 二

処スルハ其時 々ノ政 治家 ノ方寸 二存 スル コニシテ今弁 明 ノ限 ニア ラス25)」 の如 く,流 動性

を もった ものであ ったが,少 くともこの段階におい ては 「臣民 ノ義務」概念 に宮 中祭祀及

びそれ と密接 な関連を もつ神社祭祀(国 家神道)へ の礼拝は後 の ファシズム段階 のよ うに

国民及 び官吏 の義務 であ るとす る論理(解 釈)は 確定 された もの と してあった のでは ない,

も う少 し選択 の巾の広 い ものであ った とい うことがで きるであ ろ う.

お わ り に

}は じめに」のところで述べた如 く,小 論の目的は筆者がかって分 析 した1885(明 治

18)年 以前の政府官僚層の政教認識が翌年末から始まり1889(22)年 の1月 に完了す る帝

国憲法の成立過程の中で修正を うけるのか,そ れとも基本的に変化を受けなかったのかを

明らかにしようとす るものであった.以 上の分析が明らかに した如 くその答えは基本的に

変化を受けなかったとい うことである.

すなわち,た しかに彼 らは信仰の自由や政教の分離とい う近代国家の思想原理 ともいわ

れるものを個人の基本的な権利,人 間存在の根幹にかかわるもの として認識 し,無 条件に

徹底 して容認す るのではな く,信 仰の問題を政治の問題に従属させ,そ のために信仰の自

由や政教分離原則を制限し,又 宗教の政治的利用を図るものであった.そ のような意味内

容をこめて彼 らは帝国憲法第28条 を制定したものであった.

しか しなが ら,と 同時にこの段階)/Tあっては未だ国家神道(宮 中祭祀,神 社祭祀)の 崇

拝を国民に義務づけようとする明確な意志は未確立であったこと.通 説の如 く,こ の段階

から28条 の制限条項 「臣民 タル義務」の中に国家神道の崇拝を含ませて制定 したものでは

なかった とい うことである.

さいごに,こ こで得 られた結論を天皇制の問題に関連させて言及 しておこう.確 かにこ

の段階においても,国 民統合の 「機軸」に万世一系の天皇を据えるとい うことは支配層の

中で共通の認識が得 られていた.し か しながら国民の意識の統合,天 皇への収敏にあたっ

て神道を持ってくるか どうかについては共通の一致は得られていなかったのである.そ れ

は一つにはそのような形での明確な信仰の自由の 」に対する国内外の反発の力をはか り

かねた し,ま た二つには神道側の問題 としてはこの段階では未だそのような役割を果す も

のとしては未整備の状況であったからである.伊 藤が枢密院での憲法草案の審議にあたっ

て述べた中に 「神道ハ祖宗 ノ遺訓 二墓キ之 ヲ祖述ス ト難モ,宗 教 トシテ人心 ヲ帰向セシム

ノしノカニ乏シ,我 国二於テ基軸 トナスベキハ独 リ皇室アル ノミ1(『 起案の大綱』)と ある
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のがそれをよく示 している.

ここでは神道が国民統合にとって十分な力を持っていないと認識 されていること,ま た

天皇中心主義と神道が統0さ れないで分裂 して位置づけ られていることに気づ くであろ う.

そしてこの段階から後のファシズム期の如 く,国 家神道の崇拝は国民の義務であるとい

う論理が出て くる,又 天皇中心主義と国家神道が密接不可分なものとして位置づけられる

ようになるのは,帝 国憲法発布後の諸情勢,す なわち教育勅語の発布を契機とする国粋主

義思想の高揚その中で仕掛られた 「内村鑑i三不敬事件」(91年),「 久米邦武筆禍事件」(92

年)の 勃発やそれに対する世論の対応の仕方,ま た条約改正問題や日清 ・日露戦争の歴史

過程を経て出てくるのである26).

注

1.拙 稿 「大 日本帝国憲法第28条 く信仰自由〉規定成立の前史 政府官僚層の憲法草案を中心に

」(『日本史研究』168号).

2.紙 数の関係から,ま た重複を省くためにこの問題に関する研究史及び問題意識等については全

く割愛した.こ れらの点については前掲拙稿を参照 していただけれぽ幸いである.

3.稲 田正次 『明治憲法成立史』下巻,1頁,尚 以下本文中憲法の起草 ・審議過程については,全

て,こ の本によった.

4.J・ ジ0メ ス著,本 間英世訳 『日本国家の近代化 とロエスラ0』7頁.本 書はロエスラーに関

する研究としてはたいへん貴重なものである.特 に彼の理論 ・学説が当時の ドイツ,ヨmッ パ

における諸理論,諸 学説とどのような関連をもち,ま たその中でどのような位置を占めていたの

かを知る上では不可欠のものである.但 し鈴木安蔵氏も指摘している如 くロエスラ0の 日本にお

ける役割を 「反ビスマルク的,反 プロイセン的な自由主義につらぬかれてい」(鈴木安蔵 「憲法制

定とロエスレル0ヨ ハネス ・ジ0メ ス〈日本国家の近代化とロエスラー〉によせて」,『国家学会

雑誌』83巻7・8号)た とする本書の基本的な立場については筆者も同意することができない.

小論に即 していえば ジ0メ ス氏はロエスラ0が 日本の 「信仰臼由」実現の歴史の中で大きな役割

を果たした事,そ れにもかかわらず井上毅が国体論者であったためにそれが十分生かされなかっ

たということを述べておられる(「H・ ロエスラーの憲法理論に於ける社会発展と立憲主義 の 関

係」,『国家学会雑誌』75巻5・6号 および 「明治政府首脳達 と社会的立憲思想」,『同上』75巻7

・8号),が 本節で明らかにする如く井上毅らに天賦人権的な信仰 自由論に対抗 して国家は宗教

に対 して十分な注意を払い宗教に干渉しなければならないことをヨーロッパの政教関係から,ま

た当時次第に発達しつつあった最新の社会学的理論によって教示 したのは他ならぬロエスラ0そ

の人であった.

ロエスラーについてはこの他に古典的なものとしては鈴木安蔵 『憲法制定とロエスレル』があ

り,最 近では小島和司 「ロエスレル《 日本帝国憲法草案》について」(『法学』31巻1号)が あ り,

また梅渓昇 『お雇い外国人』(日 経新書),同 『お雇い外園入』第11巻 「政治 ・法制」(鹿 島研究

所出版会)の 中でも触れられている.

尚上の小島和司氏によれば,別 表の團で掲げたロエスラ0の 『日本帝国憲法草案』第56条 中の

「公共ノ安寧」は原文通 りに訳せば 「公共ノ福祉」とする方が正確であるとのことである.

5.伊 東巳代治文書(国 立国会図書館憲政資料室所蔵).

6.～10.同 上.

11.鈴 木安蔵氏はモッセの説は 「ロエスレルのそれよりは国民自由権本位であった,す なわち行政

権の専恣より自由権を防衛せんことを念としたことが窮われる」としている(前 掲書410頁).

12.伊 東 巳代治文書.

13.「H上 穰治r宗 教に関する憲法上の原則」(『憲法講座』,2.清 宮四郎 ・佐藤功編,132頁).

14.～16,伊 東 巳代治文書.
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17.稲 田,前 掲書,129,137頁.

18.伊 東 巳 代 治 文書.

19.

誌 』75巻3・4号)

20.『 起 案 の 大 綱 』.

21.

(『歴 史 学 研 究 』413号)を 参 照 され た い.

22.^-25.

26.

体 制 の 確 立 過 程

け れ ば 幸 い であ る.

〔追 記 〕

る次 第 で あ る.

大 学 紀 要 第6号

J・ ジーメス,rH・ ロエスラーの憲法理論に於ける社会発展 と立憲主義の関係」(『国家学会雑

井上毅のこの点については拙稿 「明治国家と宗教 井上毅の宗教観 ・宗教政策の分析 」

「憲法草案枢密院会議筆記」(国 立国会図書館憲政資料室所蔵).

これ らの点については拙稿 「〈明治憲法体制〉の確立 と国家のイデオpギ0政 策 国家神道

」(r日 本史研究』176号)で 一応の見通しを行ったので,そ れを参照いただ

小論作成にあた り国立国会図書館憲、政資料室には大変お世話になった,厚 く感謝申しあげ

Summary

InthispaperIconsiderwhatmeans"thefreedomofreligion"theTwenty-eight

ArticleoftheOldImperialConstitutionbyanalyzingtheappearingprocessthereof.

Theconclusionisasfollows.

Thisarticlewasinstitutedwithinsomerestrictedlimit,notfromthepointofviewof

freedomofreligioninthetruesense.ButatthisstageKokka-Shintowasnotcompul-

sorytothenationasdecreeordogma.


